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学校統廃合に伴う教員人事異動の動態
―単位学校における教職員組織に焦点をあてた教員人事研究―

浅田昇平／榊原禎宏／松村千鶴

１．はじめに

　総務省統計局によれば，2005年に一度減少に転じた日本の総人口は2011年
以降減り続けているが，この傾向は若年層に明瞭であり，子ども（15歳未
満）の人口は1982年以降一貫して減少している。それは，小・中学校の再編
を促す大きな要因となっており，学校数ではたとえば2000年から2020年の間
に，小学校が24,106校から19,525校（19.0％減）に，中学校が11,209校から
10,142校（10.5％減）に減少した。この間，学校の統廃合が進展し，年度あ
たり200校以上の小・中学校が廃校になっていると言えるだろう。
　かつてのいわゆる右肩上がりの経済のもとでの児童生徒数の増加，学校や
校舎を新設，増設すべき環境やそれを後押しする思潮とは大きく異なり，教
育行政は現在，学校統廃合に関して次の謎解きに臨まなければならない。す
なわち，学校教育の財政的保証と財政効率の向上，児童生徒の教育保障と新
たな教育課題への対応，そして「地域とともにある学校への転換」１）のい
ずれも追求することである。だが，これらは必ずしも整合せず，むしろ相反
する。
　まず財政面について，国と地方による財源保証が伴うのであれば，学校数
と教職員数の調整を通じた課題の実現は可能である。ただし，教育面では論
争的にならざるを得ない２）。たとえば，学級規模と教育効果の関係について
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は，小さな学級で学力底上げの効果が短期的に認められるが，学年が上がる
につれてその効果は弱まる。あるいは，学級編制基準の引き下げは学年学級
数の増加を導き，クラス替えがより可能になることによって，児童生徒の生
徒指導上，人間関係上の問題解決につながることが示されている３）。
　つまり，小規模な学級は教育上好ましいが，それは学年の学級数と関連す
るため，学級規模から直接適正な学校規模の結論が得られるわけではない。
さらに，「令和の日本型学校教育」（中教審）など求められる新たな学校づく
りの観点からは，望ましい学校環境は適正規模のみならず学校の実態や課題
に即して検討されるものでもある。その際，児童生徒だけでなく教職員につ
いても考慮する必要があり，これらの適切な解を示すことは容易ではない４）。
　また，地域に根ざす学校づくりは，現在の児童生徒のみならず保護者やさ
らに上の世代の学校体験に思いをはせることでもあり，急激な統廃合を避け
る方向を取る。かくして，人口減少社会の教育行政は，財政面の方略，地域
社会の継承，そして新しい学校教育への革新というトリレンマ（相反する三
つの事項の板挟み状態）の渦中にあり，諸資源の確保と管理を担う都道府県
教育委員会と市町村教育委員会には難しい舵取りが求められるのである。
　ここで，「教育は人なり」と人的資源とりわけ教員に注目すれば，その影
響力の大きさを鑑みて，教育機会の均等と多様な学校経験の意義の点から，
教員の人事異動が全国津々浦々で行われている。かれらは財政支出面で高い
比重を占める５）重要な資源であると同時に，教育面で不可欠の条件である。
そして，教員を確保，配置，転任，昇任等させる人事異動は教育委員会の行
政行為そのものであり，そのありようは，葛藤する変数間の調整という難問
に教育行政がいかに挑んでいるかを投影している。
　さて，おおむね数年に一度，学校間等を転任，あるいは職位が変わる教員
あるいは教職員の人事異動に関しては少なからず研究が行われてきたが，そ
の知見と課題は次のように捉えられる。それは第一に，管理主事・学校管理
職・教諭等への聞き取りや質問紙を通じた意識調査，さらに校長会等のネッ
トワークに関する実態調査によって人事異動のルールや関係者の志向性，さ
らにはインフォーマル・チャンネルの存在が明らかにされている６）。ただし，
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教員が実際にいかに学校間を転任，異動したかの知見は決して多くはない。
　第二に，実証研究を見れば，学校管理職や初任者教員の学校等間転任につ
いてはいくつか調査が行われている７）が，そこでは昇任や職能開発などへ
の着目から教員個人を辿ることがもっぱらであり，人事異動の結果，一つの
学校の教職員がいかに構成されたのか，つまり単位学校において教職員組織
がどのようになったのかはベールに覆われたままである。かたや，学校とし
ての組織的対応の必要や「チーム学校」論が唱道される現在，各教員の転任
に留まらず，新年度を迎えたある学校のメンバーがいかなる陣容になったの
かを知らなければならない。だが，これに関する知見は未だ提出されていな
い。
　以上を踏まえて本稿は，ある自治体が直面した学校統廃合という行政課題
と，そこで不可避な教員の人事異動という二つの軸に即して，学校統廃合が
個別学校の教員配置にどのように反映されるのかを明らかにすることを目的
とする。そして，今後も問われるこの課題に，教育行政がいかに対応できる
のかを議論の俎上に載せようとするものである。

２．分析の対象と方法

　以下では，Z県X市８）で2010－19年度に行われた計10の小学校の統廃合に
関する市の政治と行政の経緯および教員の人事異動，とくに転任人事を対象
にする。すなわち，児童数の減少を背景にしたX市での地域協議会の設置と
議論，市教育委員会による統廃合方針の決定，そして統廃合の実施と統合校
のスタートという時系列に沿って各々の動態を描き出すとともに，そこでの
教員の学校間転任と各学校の教員構成の実際を明らかにする。
　ところで，Z県教育委員会の2012年度の「小・中学校教職員人事異動実施
要綱」では，人事異動は，⑴市町（組合）教育委員会との連携を密にする，
⑵学校体制の確立や指導体制の強化について校長の意見を十分考慮する，等
を踏まえて行う，と規定されている。事例自治体のX市に即せば，⑵として
の校長からの意見具申を踏まえてX市教育委員会は⑴としてZ県教育委員会
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（実際にはX市を所管する教育局）に内申を行い，これによってX市教育委員
会は人事異動に自らの意向を反映させることになる。すなわち，X市教育委
員会が統廃合という固有の地域課題に即した教員人事を図るための行政上の
権限を確認できる。
　分析に際しては，市政関係資料，各年度版の『Z県学事関係職員録』，新
聞各紙に掲載される各年度末の「教職員異動」，各学校HP，「学校だより」
等を渉猟し，より精度の高い一次資料を作成した。また，転任人事について
は，学校統廃合を前後する2003－20年度の18年間に，同市内小学校に勤務し
た教職員を対象に，その配置と転任の実際を追跡した。それは，新旧あわせ
て36の小学校に在任，勤務した教員（ここでは校長，教頭，指導教諭，教諭，
常勤講師，養護教諭，栄養教諭を指す）の人事異動の件数1,287件，および
統廃合の直前直後に在任した職員（事務職員，用務員，作業員，調理員，学
校医，学校歯科医，学校薬剤師）の同151件，合わせて1,438件である。

３．X市の学校統廃合に関する基本方針

⑴　X市の学校統廃合の経緯

　X市域は，1950年代にいわゆる昭和の大合併により42の旧町村が６つの町
になった９）。その後も地場産業は低迷，少子高齢化や過疎化が進行し，2004
年に６町が合併してX市が発足した。しかし，合併後も少子化は進んで小・
中学校の小規模化が顕著になり，老朽化した校舎の耐震対策の問題も抱えて
いたX市は，2007年に住民で構成する「市学校再配置検討委員会」（以下，
委員会）を設置するとともに，その下位に「市学校再配置検討分科会」（以
下，分科会）を旧町ごとに設け，学校統廃合に関する諮問を行った10）。
　同委員会委員20名のうち２名の学識経験者のほかは，旧町ごとの地域まち
づくり協議会会長，分科会座長，副座長の３名が各々選出された。また，分
科会委員は小・中学校ごとに３名ずつ（計40校，120名）選出され，少なく
とも７回，多いところでは12回もの分科会が開かれ，検討が重ねられた。そ
して2008年に分科会最終報告および同委員会答申11）を提出したのである。
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　これらの経緯から，町村合併に伴って広域化した新しい行政圏における精
神的結合を図り，地域社会としての統合性を学校統廃合により図ろうとした12）

事例として，X市を捉えることができるだろう。ただし，小学校の再配置に
ついては賛否両論が渦巻き，両論を併記とした分科会もあるなど，住民が一
つの方向でまとまるのは決して容易ではなかった。
　最終報告から浮かび上がるのは，反対する住民にとって，学校の存続は地
域コミュニティの存続に直結しており，地域の拠り所である学校を失いたく
ないという思いの強いことである。それぞれの町に統合される以前の，各旧
村から続く地域特有の文化や小学校区単位に構成された自治会，婦人会，老
人会，子ども会等の弱体化，ひいては地域社会の崩壊につながるという危機
感を抱かれていたことが伝わる。
　それでもなお，児童数の減少から小学校の統廃合はやむを得ないとして，
子どもは市の未来を担う「宝」という考えのもと，答申には学校再配置に際
して配慮してほしい事項が盛り込まれている。それは，①遠距離通学に対応
したスクールバスの充実，②児童の精神的負担をできるだけ軽減し，学校生
活を円滑に送れるような教員配置，③教育予算上の配慮と校舎の耐震性の確
保，安全や防犯への対応，学校跡地の活用，④新たな地域づくりやまちづく
りの視点からの社会教育の充実，であった。そして2010年，市と市教育委員
会は「学校再配置基本計画」を策定したのである。

⑵　学校統廃合と教員配置に関する方針

　さて，X市での学校統廃合は表１のように行われた。その方針は大きく二
点に要約できる。その一つは，旧町ごとの学校と通学区域を基本にすること

（基本方針①「再配置の範囲及び通学区域」）であり，もう一つは，法令規定
に準じるとともにクラス替えが可能な１学年２－３学級の規模を考慮し，こ
れに達しない場合は６学級以上かつ１学級20人を下回らないこと，そして，
今後予測される複式学級を含め複式学級を速やかに解消すること（同②「学
校の適正規模の考慮」）であった。この方針のもと，2012年度以降，22の小
学校が統廃合され，新たに９校の統合校が開校となった。ただし，表１には
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同計画策定の時点ですでに統廃合，開校されていた，d１校が含まれる。
　そして，同基本計画には統合校における教員配置の在り方も示されており，
それは次の二点に要約できる。その一つは，児童が新しい学校生活や学習環
境にスムーズに移行できるようにとの配慮である。基本方針には，「児童・
生徒の精神的な負担を軽減し，学校再配置後の学校生活を円滑に送ることが
できるよう，学校と教育委員会が十分に協議し，学習面と生活面に配慮した
教職員体制づくりに努める」とある。この方針は先述の委員会答申ですでに
要望として示されていた。そして，その後の市内15箇所での住民説明会に加
えて，パブリックコメントや小学校区説明会，区長連絡協議会等での意見を
経た結果，ほぼそのままの内容が基本方針に盛り込まれたのである。
　もう一つは，旧小学校における教育活動を統合校に「受け継ぐ」ことで
あった。基本計画には，「現在，各学校で実践されている特色ある教育活動
は，再配置後の学校に引き継がれるよう配慮すること」とあり，廃校が決定
されることになった小学校で実践され，培われてきた教育活動が統合校に継
承されるべきことが述べられている。そしてこのために，「教育課程の編成，
教育方法，学校運営等の取り組みについては，再配置後の学校経営を見据え，
再配置の対象となる学校間の連携強化を図る」と，統廃合以前から当該の小

表１　統合校と旧小学校の対応

統合年度 統合�
小学校

旧小学校と2009
年度時の児童数 旧町名

2010 ｄ１
①	132名

旧Ｄ町
②	25名

2012 ｃ１
①	114名

旧Ｃ町
②	25名

2013 ｂ１
①	103名

旧Ｂ町
②	41名

2013 ｆ１
①	81名

旧Ｆ町②	41名
③	49名

2014 ｃ２
①	247名

旧Ｃ町
②	60名

2014

ｅ１

①	110名

旧Ｅ町
②	76名
③	76名
④	11名

ｆ２
①	86名

旧Ｆ町②	55名
③	58名

2016 ａ１
①	152名

旧Ａ町
②	71名

2018 ａ２
①	190名

旧Ａ町
②	109名

2019 ｄ２
①	（d１）

旧Ｄ町
②	80名
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学校間で対応を進めていくことが求められた。
　以上のように，統合校における教員配置に関して，児童が滞りなく新たな
小学校に移行できるようにという学校生活の安定性と，旧小学校から統合校
への「教育的遺産」の継承を図るという継続性が，学校統廃合に際して重視
されていたことは明らかであった。

４．統合校における教員の配置と転任

　表２に示すように，X市の小学校は2010年度30校あったが，2020年度には
17校と10年間に13校（43.3％）減少した。また，児童数は1,139名（32.1％），
教員は157名（36.1％）それぞれ減っている。
　そして，表１に示すように学校統廃合は，2010年に１校，12年に１校，13
年に２校，14年に３校，16年に１校，18年に１校，2019年に１校行われ，計
10校に上った。これらに際して，教員の人事異動とりわけ学校間転任はどの
ようなものだったのだろうか。以下ではまず，統合校における教員の配置と
転任の実際を明らかにする。

表２　X市の小学校数・児童数・教員数の変化（2010／2020年度）

2010年度 2020年度
小学校数 児童数 教員数 小学校数 児童数 教員数

旧Ａ町 6 825 87 3 390 48 

旧Ｂ町 3 675 68 2 519 65 

旧Ｃ町 6 912 93 4 501 40 

旧Ｄ町 3 302 41 2 197 29 

旧Ｅ町 5 339 59 2 178 29 

旧Ｆ町 7 500 87 4 629 67 

Ｘ市計 30 3,553 435 17 2,414 278 

➡
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⑴　統合年度における教員構成

①旧小学校から統合校への配置

　表３は，統合された１年目に同校に配置された教員（校長，教頭，教諭，
養護教諭，栄養教諭，常勤講師）について，廃校となった旧小学校からとそ
れ以外の学校からに区分して，転任の状況を見たものである。

表３　統合校に転任した教員数とその内訳

年度 統合小学校
全
教
員
数

旧小学校（統廃合された小学校）からの内訳（名） 旧
小
学
校
以
外
か
ら
の

全
体
に
占
め
る
割
合

小
計
　
全
体
に�

占
め
る
割
合

旧
小
学
校

教
員
数

校
長

教
頭

指
導
教
諭

教
諭

長
期
研
修
等
教
諭

養
護
教
諭�

栄
養
教
諭

常
勤
講
師

2010 d１ 13 12 ①７学級 9 1 7 1 1
６学級155名 92.3% ②５学級  3 1 2 7.7%

2012 c１ 12 8 ①６学級 5 1 3 1 4
６学級113名 66.7% ②４学級  3 2 1 33.3%

2013

b１ 12 10 ①６学級 5 1 3 1 2
６学級124名 83.3% ②６学級 5 1 3 1 16.7%

f１ 12 7 ①６学級  3 1 2 5
６学級158名 58.3% ②６学級  2 2 41.7%

③５学級  2 1 1

2014

c２ 19 16 ①10学級 14 1 1 10 2 3
10学級238名 84.2% ②５学級  2 2 15.8%

e１ 15 13 ①６学級  5 1 4 2
８学級195名 86.7% ②６学級  4 1 2 1 13.3%

③６学級  3 3
④２学級   1 1

f２ 15 13 ①６学級  5 5 2
６学級143名 86.7% ②５学級  4 1 1 1 1 13.3%

③５学級  4 1 2 1

2016 a１ 17 13 ①６学級  8 1 5 1 1 4
８学級184名 76.5% ②６学級  5 1 4 23.5%

2018 a２ 17 15 ①８学級 11 1 7 1 2 2
９学級212名 88.2% ②５学級  4 1 2 1 11.8%

2019 d２ 15 12 ①６学級 8 1 1 5 1 3
７学級163名 80.0% ②６学級  4 4 20.0%

計 147 119 28
81.0% 19.0%
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　まず，統合校に転任した教員あわせて147名のうち，旧小学校に在籍して
いた教員が119名（全体の81％）配置された。たとえば，e１校は2014年に①
②③④の４つの小学校が統合されて８学級となり，15名の教員が転任したが，
このうち①から教頭を含む５名，②から校長を含む４名，③から３名，④か
ら１名の計13名が旧小学校からであり，全体の86.7％を占めた。残る２名は
市内から１名，他市から１名である。
　また，統合１年目における校務分掌が学校だより13）で確認できたのは10
校中５校だが，複数の学級で構成される学年の学級担任には，それぞれの旧
小学校から着任した教員を配置する傾向が見られた。e１校で，５年生の学
級担任に②と③の小学校からの教員を配したことはその一例である。あるい
は，a２校では４年生と６年生の学級担任にそれぞれ①と②からの教員が充
てられた。子どもにとっては旧小学校からの「馴染みのある」教員が学年内
に均等に配されたと言える。また，a２校の開校式では，児童代表が「昨年
の交流学習からお互いを新しい仲間と意識した」14）と述べており，旧小学校
間で統合前から児童の学校生活の円滑な移行に取り組んできたことがわかる。
ここからも学校統廃合に際しての基本計画に沿った動きが確かめられる。
　さらに養護教諭では，旧小学校では常勤職員が置かれない場合もあったが，
統合後は全10校に配置され，義務標準法第８条（３学級以上の学校に配置）
に示される法定通りの状況となった。なお，この10名のうち９名が旧小学校
からである。
　次に，学校管理職について見よう。すべての統合校において旧小学校から
の管理職が配置された。とくに校長は全校がこれに該当する。統合にあたっ
ては，地域住民との折衝や調整，教育委員会との連携，その他新しい校歌や
校章の準備など，前年度からの準備が必要となるが，これらに対応するのに
適した人事異動が企図されていたことがわかる。
　また，教頭については，旧小学校からの教員が10名中７名を占めた。その
うち６名は校長とは異なる学校である。ちなみに，校長と教頭のいずれも同
じ旧小学校だった１校については，別の学校からの教員が教務主任に充てら
れている。以上から，統合校では旧小学校の管理職の経験者を得るとともに，
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旧小学校間の人的バランスを考慮した転任人事が行われた。これにより，旧
小学校からの継続性が統合校の学校経営において図られたと捉えられる。

②統合年度における他市町からの転任

　表３にあるように，統合１年目の教員のうち，旧小学校からではない教員
は全体の19％に留まる。旧小学校から転任した教員が，新しい学校，統合校
の基盤を形成したのである。では，市内・市外の別に小学校を見た場合の，
教員の転任と配置はどのようだったのだろうか。表４は，その結果を示して
いる。なお，ここでは一年以内で任用される常勤講師を含めていない。

表４　統合校／非統合校別に見た教員の転任数とその内訳

年度

小
学
校
数

統合校への転任教員数 
（下段　うち他市町から）

非統合校への転任教員数 
（下段　うち他市町から）

統
合
校
数

校
長

教
頭

教
諭

養
護
教
諭
・
栄
養
教
諭

小
計

転
任
者
に
占
め
る 

他
市
町
の
割
合
（
％
）

転
任
の
あ
っ
た
学
校
数

校
長

教
頭

教
諭

養
護
教
諭
・
栄
養
教
諭

小
計

転
任
者
に
占
め
る 

他
市
町
の
割
合
（
％
）

2010 30 １
0 1 3 0 4 0.0 28

8 9 64 7 88 4.50 0 0 0 0 0 0 4 0 4

2012 29 １
0 1 4 1 6 0.0 28

10 13 53 7 83 12.00 0 0 0 0 2 1 7 0 10

2013 26 ２
2 2 16 2 22 0.0 24

9 9 50 5 73 8.20 0 0 0 0 1 1 4 0 6

2014 20 ３
2 3 28 3 36 2.8 17

8 5 42 7 62 4.80 0 1 0 1 3 0 0 0 3

2016 19 １
1 1 12 1 15 0.0 18

7 9 40 6 62 6.50 0 0 0 0 1 0 3 0 4

2018 18 １
1 1 12 1 15 0.0 17

8 8 32 4 52 13.50 0 0 0 0 1 0 6 0 7

2019 17 １
1 1 11 1 14 0.0 16

5 11 42 1 59 6.80 0 0 0 0 0 2 2 0 4

小計 7 10 86 9 112 0.9 小計 55 64 323 37 479 7.90 0 1 0 1 8 4 26 0 38
割合

（％） 0.0 0.0 1.2 0.0 0.9 割合
（％） 14.5 6.3 8.0 0.0 7.9
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　統合が行われた年度については，2010年度の１校を除き，市内の全小学校
で転任人事が行われた。その規模は，毎年およそ60名から100名に上る。さ
て，統合１年目に着任した教員は112名だったが，うち１名（0.9％）を除き
すべて市内での転任であった。なお，新規採用教員は２名である。
　この結果は，学校統廃合に関わりのなかった小学校における校長の14.5％，
教諭の8.0％が市外から着任していることと顕著な違いを示している。つま
り，統合校への転任に際しては，市内の学校に勤務した地域事情に明るい教
員が優先的に配置されたことが考えられる。

⑵　統合年度に在任した教員の特徴

①統合２年目以降に統合校に転任した教員との比較

　まず，統合して２年目以降に着任した教員との比較から，統合年度に在任
した教員の特徴を述べる。以下では，転任した教員の数がまだ少ない，a２

（2018年度開校）とd２（2019年度開校）の２校は含めていない。
　表５は，統合校８校について１年目に在任していた教員（以下，Aグルー
プ）と２年目以降に着任した教員（同，Bグループ）の在任年数を示してい
る。ここでの在任年数とは，統合された旧小学校と新設の統合校での勤務期
間の合計である。また，たとえば，d１校の「２年目以降に転任してきた教
員」の校長の欄に「３年目以降２人」とは，統合校に２年在任した校長の後
任として３年目以降に着任した校長が２人いたことを意味する。なお，下線
が引かれているのは，2020年度現在，当該校に在任中を意味する。
　ここから二点を指摘できるだろう。まず校長を見ると，Aグループに対す
るBグループの平均在任期間は，d１校で1.2倍（Aグループが３年に対して，
Bグループは平均2.50年），c１校で3.0倍（同じく，５：1.67），b１校で2.0倍

（４：2.00），f１校で1.7倍（４：2.33），c２校で1.8倍（３：1.67），e１校で2.0
倍（３：1.50），f２校で2.0倍（４：2.00），a１校で3.0倍（６：2.00）と，い
ずれも統合年度に配置された校長はその後の校長よりも，在任期間の長いこ
とが明らかである。
　そのことは教諭に関しても同様である。すなわち，d１校で1.5倍（4.70年：
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表５　統合年度に在任した教員と２年目以降に転任してきた教員の在任年数
下線部は2020年度現在，当該校に在任中を示している。

2010(H22) 旧小学校 統合校 合計 2012(H24) 旧小学校 統合校 合計 2013(H25) 旧小学校 統合校 合計 2013(H25) 旧小学校 統合校 合計

校長 1 2 3 校長 1 4 5 校長 2 2 4 校長 3 1 4

教頭 1 3 4 教頭 0 1 1 教頭 1 1 2 教頭 0 2 2

教諭１ 3 2 5 教諭１ 2 2 4 教諭１ 1 3 4 教諭１ 0 3 3
教諭２ 0 2 2 教諭２ 1 2 3 教諭２ 3 4 7 教諭２ 1 5 6
教諭３ 2 1 3 教諭３ 1 2 3 教諭３ 3 2 5 教諭３ 1 3 4
教諭４ 4 2 6 教諭４ 9 3 12 教諭４ 0 3 3 教諭４ 4 2 6
教諭５ 3 1 4 教諭５ 3 3 6 教諭５ 6 6 12 教諭５ 0 4 4
教諭６ 1 2 3 教諭６ 0 4 4 教諭６ 3 1 4 教諭６ 1 4 5
教諭７ 1 3 4 教諭７ 0 3 3 教諭７ 2 1 3 教諭７ 2 2 4
教諭８ 7 1 8 教諭８ 0 3 3 教諭８ 0 4 4
教諭９ 1 6 7
教諭10 1 4 5

教諭平均 教諭平均 教諭平均 教諭平均2.30 2.40 4.70 2.29 2.71 5.00 2.25 2.88 5.13 1.13 3.38 4.50

養護教諭 4 1 5 養護教諭 4 2 6 養護教諭 1 4 5 養護教諭 0 3 3

2.50 1.67 2.00 2.33

2.50 1.60 1.75 3.00

3.13 3.00 2.56 2.38

5.00 6.00 4.00 5.00

2014(H26) 旧小学校 統合校 合計 2014(H26) 旧小学校 統合校 合計 2014(H26) 旧小学校 統合校 合計 2016(H28) 旧小学校 統合校 合計

校長 1 2 3 校長 2 1 3 校長 3 1 4 校長　 5 1 6

教頭 0 1 1 教頭 1 1 2 教頭 3 2 5 教頭　 1 2 3

指導教諭 1 5 6 教諭１ 1 5 6 教諭１ 0 4 4 教諭１ 0 5 5
教諭１ 5 2 7 教諭２ 0 1 1 教諭２ 4 2 6 教諭２ 1 1 2
教諭２ 5 2 7 教諭３ 2 2 4 教諭３ 1 3 4 教諭３ 6 3 9
教諭３ 4 2 6 教諭４ 2 1 3 教諭４ 10 6 16 教諭４ 1 1 2
教諭４ 3 2 5 教諭５ 4 4 8 教諭５ 5 2 7 教諭５ 1 5 6
教諭５ 3 3 6 教諭６ 2 1 3 教諭６ 0 7 7 教諭６ 3 5 8
教諭６ 3 7 10 教諭７ 0 7 7 教諭７ 1 1 2 教諭７ 0 4 4
教諭７ 2 1 3 教諭８ 1 4 5 教諭８ 1 3 4 教諭８ 3 3 6
教諭８ 2 4 6 教諭９ 3 3 6 教諭９ 5 7 12 教諭９ 1 4 5
教諭９ 2 3 5 教諭10 2 6 8 教諭10 5 4 9 教諭10 3 3 6
教諭10 1 4 5 教諭11 2 1 3 教諭11 4 2 6 教諭11 3 2 5
教諭11 0 6 6 教諭12 1 2 3 教諭12 0 1 1
教諭12 4 2 6 教諭13 5 1 6
教諭13 0 1 1
教諭14 5 3 8

教諭平均 教諭平均 教諭平均2.67 3.13 5.80 1.92 2.92 4.85 3.27 3.73 7.00 教諭平均 1.83 3.08 4.92

養護教諭 3 1 4 養護教諭 3 6 9 養護教諭 9 4 13 養護教諭 3 5 8

1.67 1.50 2.00 2.00

2.00 1.20 1.67 1.50

2.36 2.19 2.00 1.67

4.00 1.00 3.00

教諭 2年目以降14人教諭 2年目以降14人教諭 2年目以降9人

教諭 2年目以降13人教諭 2年目以降15人教諭 2年目以降14人

統合 1年目に在任した教員

2年目以降に転任してきた教員

平均
在任
年数

養護教諭 5年目以降1人

ｆ２校

教頭 3年目以降3人

校長 2年目以降3人

統合 1年目に在任した教員

2年目以降に転任してきた教員

平均
在任
年数

校長 3年目以降3人

教頭 2年目以降5人

校長 5年目以降3人

教頭 4年目以降2人

校長 3年目以降2人

教頭 2年目以降4人

ａ１校

統合 1年目に在任した教員

2年目以降に転任してきた教員

平均
在任
年数 教諭 3年目以降9人

教頭 3年目以降2人

校長 2年目以降2人

ｃ２校

教頭 2年目以降5人

校長 2年目以降4人

教頭 2年目以降3人

校長 3年目以降3人

ｅ１校

統合 1年目に在任した教員

2年目以降に転任してきた教員

平均
在任
年数

養護教諭 7年目以降1人養護教諭 4年目以降1人

ｆ１校

統合 1年目に在任した教員

2年目以降に転任してきた教員

平均
在任
年数

養護教諭 4年目以降1人

教頭 3年目以降2人

校長 2年目以降3人

教諭 2年目以降16人

ｄ１校

統合 1年目に在任した教員

2年目以降に転任してきた教員

平均
在任
年数

養護教諭 2年目以降1人

平均
在任
年数

養護教諭 3年目以降1人

ｂ１校

統合 1年目に在任した教員

2年目以降に転任してきた教員

平均
在任
年数

養護教諭 5年目以降1人

ｃ１校

統合 1年目に在任した教員

2年目以降に転任してきた教員
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3.13年），c１校で1.7倍（5.00：3.00），b１校で2.0倍（5.13：2.56），f１校で1.9
倍（4.50：2.38），c２校で2.5倍（5.80：2.36），e１校で2.2倍（4.85：2.19），f
２校で3.5倍（7.00：2.00），a１校で2.9倍（4.92：1.67）と，1.5倍から3.5倍の
違いがある。つまり，統合年度に配置された教諭は，その後に着任した教諭
と比べて，明らかに長い期間を勤めている。ただし，教頭と養護教諭につい
てはこの指摘は当たらず，全体として，統合の初年度の在任者がより長くこ
の学校に勤務する傾向にあると述べるに留める。
　また，Bグループの配置と転任を見ると，管理職の配置換えがとくに頻繁
なことがわかる。それは，校長３年―２年，教頭１年―４年（d１校），校
長１―２―２，教頭１―２―２―１―２（c１校），校長３―２―１，教頭２
―１―２―２（b１校），校長２―２―３，教頭４―２（f１校），校長２―１
―２，教頭２―２―２（c２校），校長２―１―２―１，教頭１―１―２―１
―１（e１校），校長３―２―１，教頭３―１－１（f２校），校長３―１，教
頭２―１（a１校）である。これら短期間での転任は校長に顕著であり，統
合１年目に在任した校長は，２年目以降に異動してきた校長と比べて統合校
に長期在任したことが改めてわかる。
　さらに，Bグループの教員について，かれらが統合校に着任する以前，旧
小学校に勤務した経験があるかどうかを検証した結果が，表６である。この
分析の意図は，ある教員が統合校に来たのは，統合２年目以降ではあるもの
の，それ以前に旧小学校に在任していれば，統合後の学校に活かせる経験の
ある教員の配置と見なせると推定するためである。

表６　統合２年目以降に着任した教員数と旧小学校での勤務経験者数の比率

d1校 c1校 b１校 f１校 c２校 e１校 f２校 a１校

２年目以降に
転任した教員数 14 23 22 22 21 25 20 13

上記の内，
旧小学校勤務
経験者数

0 2 1 0 0 3 1 1

比率 0.0% 8.7% 4.5% 0.0% 0.0% 12.0% 5.0% 7.7%
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　ここでは統合校に着任する５年前までの勤務経験の有無に注目した。その
理由は，学校再配置の「基本計画」から導かれる，児童と教員との関わり上，
最長年数なこと（旧小学校で１年生だった児童が統合校で６年生になるまで
５年間），また，統廃合直前の時期の旧小学校における教育活動の実際を熟
知していると考えられるからである。
　調査の結果，統合２年目以降に着任した教員のうち旧小学校で勤務した経
験のある教員は，e１，c１，a１，f２，b１の計５校に認められるが，その
数と占める比率はわずかに留まり，もっとも多いe１校であっても12.0％を
数えるのみである。さらに，d１，f１，c２の３校には，統合された旧小学
校で勤務した教員はいないことが明らかになった。
　このことは上述の，統合１年目に旧小学校からの教員が統合校に８割以上
も配置された状況と，明らかな違いを見せている。つまり，旧小学校からの
連続性が色濃く見られた統合１年目の教員配置と異なって，２年目以降は統
合校を前提にした転任人事が行われておらず，両者はまったく対照的である。
　以上，同じ統合校であっても，その１年目に配置された教員の在任期間は
より長い傾向にあったことを確認できる。これは，教員という人的資源を媒
介して，統合された旧小学校と新たな統合校との連続性を担保しようとした
ものと捉えられるだろう。だが，２年目以降になるとこの特徴は失われ，統
合校の教員の在任期間は統合１年目に在任した教員と比較して短くなり，ま
た，旧小学校での勤務経験を有する教員の配置も少なくなっていくのである。

②統廃合に関わっていない教員との比較

　次に，X市の小学校教員の中で統廃合に関わっていない教員，すなわち，
統廃合された旧小学校で勤務経験がない，あるいは統廃合された旧小学校で
勤務経験はあるものの統廃合以前に他校に転任した教員（以下，Cグループ）
との比較から，Aグループの特徴を浮かび上がらせる。
　表７から，次の点を指摘できる。まず，Aグループの校長と教諭は，すべ
ての統合校においてCグループのかれらよりも在任期間が長い。まず校長に
ついては，Cグループの平均2.53年に対してAグループは短くとも３年以上
は統合校に在任していた。また教諭では，Cグループの平均3.79年に対して
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Aグループでは最短の学校で平均4.50年（f１校）であり，f２校では平均7.00
年と，統廃合に関わりのない教員グループの平均の２倍近い長さに達してい
る。それだけ，学校統廃合にとってAグループの持つ意味の大きなことがわ
かる。そして，養護教諭も８校中７校において，Aグループがより長く統合
校に勤務した。ただし，この傾向は教頭に関しては該当しない。
　さらに，CグループとBグループを比較したのが表８である。この両グルー
プでは，いずれの職種でも違いが見られない。同一校で長期的に在任したこ
とが明らかなのはAグループにおいてのみ，つまり，統合した年度に配置さ
れた教員，とりわけ校長や教諭について明らかな傾向である。だが，B，C
グループにこの点を見出すことはできない。かくも，旧小学校と統合校との
連続性を確保するという基本計画に示された教員配置の方針が，人事異動を
通じた統合校での教員構成に明確に現れているのである。

表７　統合１年目に在任した教員と統廃合に関わっていない教員の在任期間

統廃合に関わっ
ていない教員

統合校に統合１年目に在任していた教員
d1校 c1校 b１校 f１校 c２校 e１校 f２校 a１校

校長 2.53 3.00 5.00 4.00 4.00 3.00 3.00 4.00 6.00
教頭 2.40 4.00 1.00 2.00 2.00 1.00 2.00 5.00 3.00
教諭 3.79 4.70 5.00 5.13 4.50 5.80 4.85 7.00 4.92
養護教諭 3.86 5.00 6.00 5.00 3.00 4.00 9.00 13.00 8.00

表８　統合２年目以降に転任してきた教員と統廃合に関わっていない教員の在任期間

統廃合に関わっ
ていない教員

統合校に統合２年目以降に転任してきた教員
d1校 c1校 b１校 f１校 c２校 e１校 f２校 a１校

校長 2.53 2.50 1.67 2.00 2.33 1.67 1.50 2.00 2.00
教頭 2.40 2.50 1.60 1.75 3.00 2.00 1.20 1.67 1.50
教諭 3.79 3.13 3.00 2.56 2.38 2.36 2.19 2.00 1.67
養護教諭 3.86 5.00 6.00 4.00 5.00 4.00 1.00 3.00 ―
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５．結び

　以上のデータと分析から，次の結論が帰結される。
　児童数の減少にとどまらず，町村合併を背景にしていたX市の小学校の統
廃合は，新たな地域社会の創出とあわせて，在籍児童の負担軽減と円滑な学
校生活という安定性，そして旧小学校での特色ある教育活動の継続性を担保
しようとするものであった。学校統廃合に臨んで設置された旧６町ごとの検
討委員会とその分科会の議論を踏まえてまとめられた「学校再配置基本計
画」に示された教員配置の基本方針が，統合校への教員の配置とその構成の
ありようを強く規定したのである。
　それは統合した年度に，①統合に伴って廃校となった旧小学校からの教員
が８割以上と圧倒的な割合で組織されるとともに，②同市内の小学校からの
転任でほぼすべての教員を充たしたこと，③学校管理職にはすべて旧小学校
の管理職経験者が就いたこと，④複数の学級で構成される学年の学級担任に
旧小学校からのバランスを考慮した配置が見られたこと，という統合校の実
態から導かれる。
　また，同じ統合校での在任であっても，統合年度に配置された教員と同２
年目以降に転任してきた教員では勤務期間が大きく異なり，とくに校長と教
諭について明らかに長い傾向を前者に見出せた。しかも，２年目以降の教員
は旧小学校での勤務経験を持つ者がわずかであり，学校統廃合を踏まえた転
任人事がなされたとは見なせない。つまり，統合校での学校生活の安定性と
旧小学校からの活動の継続性は，学校が統合した初年度の人事異動に色濃く
現される。ただし，その傾向は２年目以降弱まっていくのである。
　これらの知見は，多様な経験と視野の広がりを通じた職能開発といった教
員個人に即した人事異動の研究のみならず，各学校の使命と課題により合致
した，組織としての教職員構成を企図するものでもある点を踏まえた研究の
必要性を提起する。校長と教頭の組み合わせとその良し悪しなど，当事者に
よる経験談はこれまで散見されるものの，単位学校での教職員組織のありよ
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うと人事異動との関係はこれまで実証されていない。だが，単位学校の教職
員構成はそれぞれの学校経営上の重要な変数であり，各自治体における人事
異動，とくに転任人事はこのありようを規定している。この視点からの教員
人事研究が今後求められるのではないだろうか。
　本稿は，教育行政が人事異動を通じて学校統廃合にいかに臨んだかを明ら
かにしようとした。残される課題は次の通りである。まず，統合初年度と２
年目以降の人事配置をいかに説明するかについて，校長，市教委，県教委等，
政策・行政システムに関わる要因を追究することが求められる。そして，他
の地域での学校統廃合を契機とした人事異動を分析することで今回の知見の
一般化の可能性を吟味することである。
� （四天王寺大学／京都教育大学／京都府立大学）
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Dynamics of Teacher Personnel Changes Associated 
with School Consolidation ― Teacher Personnel Study 
Focusing on Teacher Organization in Unit Schools ―

Shohei ASADA, Shitennoji University

Yoshihiro SAKAKIBARA, Kyoto University of Education

Chizuru MATSUMURA, Kyoto Prefectural University

The purpose of this paper is to clarify how school consolidation is 
reflected in teacher assignments at individual schools , on the 
administrative issue of school consolidation and teacher personnel 
transfers faced by a certain municipality （X City, Z Prefecture）. It will 
also raise the question of how educational administration can respond to 
this issue in the future.

For the analysis ,  we used documents related to the c ity 
administration, the yearly edition of the "Z Prefecture School Personnel 
Records," and the "Personnel Changes in Teachers" at the end of each 
fiscal year published in various newspapers, etc. In addition, 1,438 teachers 
and staff members who were assigned or transferred to elementary 
schools in X City during the 18-year period from 2003 to 2020, before and 
after the consolidation of schools, were included in the analysis.

Based on the above data and analysis, the following conclusions were 
drawn. In the consolidation of elementary schools in X City against the 
backdrop of a decrease in the number of children and the merger of towns 
and villages, the aim was to ensure the stability of children’s school life in 
the integrated schools and the continuity of educational activities from the 
former elementary schools. The basic policy on teacher allocation, which 
was outlined in the "Basic Plan for School Reallocation" compiled from the 
discussions of the study committees and their subcommittees in each of 
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the six former towns, strongly regulated the allocation of teachers to the 
integrated schools.

This was evident from the following actual conditions at the 
integrated schools in the year of integration. （1） More than 80% of the 
teachers were from the former elementary schools, （2） Almost all of the 
teachers were transferred from elementary schools in the same city, and 

（3） All of the school administrators were former elementary school 
administrators, etc. In addition, the length of service at the integrated 
schools differed greatly between teachers assigned in the first year of the 
integration and those transferred after the second year, especially for 
principals and teachers. Furthermore, few of the teachers who were 
transferred after the second year had experience working at the former 
elementary school. In other words, the stability of school life in the 
integrated school and the continuity of educational activities from the 
former elementary school were strongly manifested in the personnel 
changes in the first year after the schools were integrated. However, this 
was weakened after the second year.

This raises the following need for the research in educational 
administration. The relationship between the organization of the teaching 
staff in unit schools and personnel changes has not been demonstrated so 
far. However, the composition of the teaching staff in a unit school is an 
important variable in school management, and the personnel changes of 
teachers in each municipality regulate this composition. Research on 
teacher personnel from this perspective may be required in the future.
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School Consolidation, Teacher Personnel, Inter-School Transfer, 
Teacher Organization,“Community-Based School”




